
リスク対応掛金 229,439,700 円 211,995,000 円 17,444,700 円 92.4%
事 務 費 掛 金 181,121,100 円 167,553,000 円 13,568,100 円 92.5%

(4) 掛金拠出状況

　　①
　　納付決定額

　　②
　　納 付 済 額

未 納 額
収納率
②／①

標 準 掛 金 610,764,800 円 564,360,800 円 46,404,000 円 92.4%

遺族給付金（一時金） 17 件 14,165,900 円 17 件 16,967,100 円

円

脱 退 一 時 金 847 件 316,944,100 円 787 件 313,392,000 円

(3) 給付状況

件数及び金額

令和7年3月末 令和8年3月末

老齢給付金
年 金 149 件 29,519,300 円 128 件 24,473,100 円

一 時 金 212 件 264,242,100 円 209 件 281,416,700

加 入 者 数

男 14,223 人 14,063 人

女 5,656 人 5,424 人

計 19,879 人 19,487 人

実施事業所数及び加入者数

令和7年3月末 令和8年3月末

実 施 事 業 所 数 170 事業所 169 事業所

理 事 会 20 2
※ 人数は定数です。

(2) 適用状況

子企業年金基金の予算、基金規約・諸規程の変更、年金積立金の運用計画・運用

状況を検討・審議して頂きました。

会　議　名 定数 回数 会　議　名 定数 回数

代 議 員 会 34 2 事 業 運 営 委 員 会 8 2

令和７年度　事業報告

(1) 代議員会、理事会等の開催

令和7年度事業については、代議員会、理事会、事業運営委員会を開催し、電



（老齢給付） 確定給付企業年金 －

積立金
企業型確定拠出年金 －

中小企業退職金共済 －

解約手当金相当額 中小企業退職金共済 －

② 他制度への資産の移換

移　換　元 件 数

脱退一時金相当額

厚生年金基金 －

確定給付企業年金 1
企業年金連合会 68
企業型確定拠出年金 634
個人型確定拠出年金 42

(5) 年金通算状況

① 他制度からの資産の受換

移　換　元 件 数

脱退一時金相当額
厚生年金基金 －

確定給付企業年金 7

権利義務承継 厚生年金基金 －

個人別管理資産
企業型確定拠出年金 －

個人型確定拠出年金 －

権利義務承継 厚生年金基金 －

（老齢給付） 確定給付企業年金 －

年金給付等積立金 企業年金連合会 0
残　余　財　産 厚生年金基金 0



①固定資産の状況

※ 事務局事務室賃貸の敷金（13,675千円）、AED保証費（20千円）

②　業務経理　業務会計支出実績

計 164,359 － － 176,581 －

・・・・ 大 分 類 ・・・・ 支出合計

支出合計 135,260 157,093 △ 21,833 124,182 11,078
当年度剰余金 29,099 － － 52,399 －

基本金への繰入金 2,344 2,344 0 0 2,344 事務室賃貸敷金

雑支出 3,418 6,406 △ 2,988 3,189 229 振込手数料ほか

業務委託費等 770 1,000 △ 230 770 0 ＡＵＰ費用

繰入金 2,344 2,344 0 0 2,344

代議員会需用費 211 572 △ 361 296 △ 85 代議員会議案書
等用紙

代議員会会議費 544 1,050 △ 506 487 57 代議員会

代議員報酬補償費 0 200 △ 200 0 0
代議員旅費 359 1,830 △ 1,471 496 △ 137

会議費 776 2,522 △ 1,746 754 22 理事会

代議員会費 1,114 3,652 △ 2,538 1,279 △ 165

雑役務費 10,196 12,210 △ 2,014 8,601 1,595 事務所清掃、
共益費

その他の需用費 29,816 31,811 △ 1,995 29,689 127 消耗品、事務所
賃借料

印刷製本費 2,162 3,000 △ 838 2,196 △ 34 基金だより、封
筒

通信運搬費 2,720 3,390 △ 670 2,709 11 郵便料金、ｵﾝﾗｲﾝ
使用料

退職手当引当費 4,235 4,235 0 3,166 1,069
需用費 44,894 50,411 △ 5,517 43,195 1,699

25,436 1,088
旅費 1,583 4,420 △ 2,837 1,590 △ 7
役職員諸手当 26,524 31,853 △ 5,329

118,944 8,670
役職員給与 49,602 50,250 △ 648 44,803 4,799

事務費 127,614 143,691 △ 16,077

(単位：千円)

科　目

①  ② ①－② ③ ①－③

摘　要令和7年度 令和7年度 予算額に対す
る増減額

令和6年度 前年度決算に
対する増減額

支　出　額 予　算　額 決　算　額

(単位：千円)

科     目 取得価格 当年度償却費 償却費累計 当年度末残高 摘　要

権利金敷金 13,695 0 0 13,695  事務所敷金
ＡＥＤ保証費

(6) 業務経理関係



令和７年度の財政決算の概要

【財政検証】

・ 最低積立基準額 ＝ これまでの加入期間に応じて発生している債務額（現価）
・ 責任準備金 ＝（通常予測給付現価 ＋ 財政悪化リスク相当額）－（標準掛金収入現価

 ＋ リスク対応掛金収入現価 ＋ 追加拠出可能額現価)

継続基準は1.15（基準は1.00以上）、非継続基準は1.74（基準は1.00以上）となり、
いずれも抵触しておりません。

18,736,172 16,232,322 1.15 10,754,801

令和７年度　財政決算・財政検証及び監事総合監査報告

１．

　令和7年度の収益率は11.48％(運用報酬等控除後）となりました。

（金額単位：千円）

1.74

①純資産額 ②責任準備金
継続基準

③最低積立基準額
非継続基準

①／② ①／③



【三菱ＵＦＪ信託銀行決算資料】

［１］財政決算基準日時点の財政状況

≪三菱ＵＦＪ信託銀行オリジナル用語≫

■ 財政均衡下限額 ■ 財政均衡上限額
通常予測給付現価 － 掛金収入現価 財政均衡下限額 ＋ 財政悪化リスク相当額
（「給付への備え」として必要な額） （「給付への備え」として必要な額＋

「財政悪化リスクへの備え」）

※ 当年度に発生した実質的な剰余金・不足金。

　 前年度決算以降に財政計算を実施している場合、財政計算時に発生した剰余金・不足金が含まれます。

実質的な剰余金・不足金 7,616,995 5,915,121 1,701,874
積立比率 1.68 1.52 －

（数理上資産額／財政均衡下限額）

0
財政均衡下限額 数理上資産額 財政均衡上限額

（金額単位：千円）

当年度 前年度 増減※

6,000,000
財政均衡下限額 18,736,172

11,119,177

4,000,000

2,000,000

12,000,000

10,000,000
財政均衡上限額

17,468,435
8,000,000

数理上資産額

20,000,000

18,000,000

16,000,000 （実質的な剰余金）

7,616,995
14,000,000

（千円）



［２］剰余金／不足金の発生要因

△

※１　プラスの数値は剰余金、マイナスの数値は不足金であることを表します。

なお、内訳の把握が不可能な項目は「―」としています。

※２　時価ベース利回りは年金信託決算報告資料における「修正総合収益率」とは異なります。

小計（当年度に発生した実質的な剰余金・不足金） 1,702
⑫  追加拠出可能額現価の増減額 1,702

合計（当年度剰余金・不足金） 0

⑩  標準掛金にかかる適用掛金差 0
⑪  その他 11

⑧  将来加入者の見込差 0
⑨  昇給差 0

⑥  特別・リスク対応掛金収入見込差 △ 31
⑦  新規加入差 10

④  他会計との収支 0
⑤  特例掛金元利合計 0

2.00%
②  前年度の実質的な剰余金・不足金にかかる利息 118
③  諸経費 △ 15

（金額単位：百万円）

要　　因 影響額※１

①
 時価に基づく利差 1,609
 当期の時価ベース利回り※2　　　　11.48% 財政運営上の予定利率



［３］当年度剰余金・不足金の発生

※ 数理上資産額から別途積立金等を差し引いた額と、財政均衡下限額・財政均衡上限額を比較する事で、

　 当年度剰余金・不足金が明らかになります。

数理上資産額 財政均衡上限額

－別途積立金等

当年度の結果

「財政均衡下限額≦数理上資産額－別途積立金等≦財政均衡上限額」となっています。

当年度剰余金・不足金は発生しません。

6,000,000
財政均衡下限額

11,119,177

4,000,000

2,000,000

0
財政均衡下限額

財政均衡上限額数理上資産額
17,468,435

8,000,000
－別途積立金等

16,232,322

（千円）

18,000,000

16,000,000

14,000,000

12,000,000

10,000,000



［４］貸借対照表

（1）貸借対照表（基本金処理前）

（2）数理債務及び責任準備金

（3）掛金収入現価の内訳

合　計 6,785,488

原則的方法 900円 7年0ヶ月 1,375,714
 リスク対応掛金収入現価 1,375,714

－ － － －

 標準掛金収入現価 5,409,774
 特別掛金収入現価 －

 数理債務 12,494,891

（金額単位：千円）

掛金種類／給付区分名 償却／拠出方法 掛金 残余年数 収入現価

 責任準備金 16,232,322
合　計 24,253,923 合　計 24,253,923

 追加拠出可能額現価 1,236,113  財政悪化リスク相当額 6,349,258
 掛金収入現価 6,785,488  通常予測給付現価 17,904,665

合　計 18,736,172 合　計 18,736,172

（金額単位：千円）

 項目  金額  項目  金額

 当年度剰余金 0
 当年度不足金 0  別途積立金 2,503,850

 基本金（不足金） 0  基本金（剰余金） 2,503,850
 繰越不足金 0  承継事業所償却積立金 0

（金額単位：千円）

資　産　勘　定 負　債　勘　定

 純資産額 18,736,172  責任準備金 16,232,322



継続基準に抵触していません。

（掛金の見直しは必要ありません）

2,000,000

0
純資産額 責任準備金 数理上資産額＋

許容繰越不足金

『純資産額≧責任準備金』となっています。

8,000,000
18,736,172 14,745,255 18,736,172

6,000,000

4,000,000

14,000,000

12,000,000

10,000,000
純資産額 責任準備金 純資産額

22,000,000

20,000,000
許容繰越不足金

2,434,848

18,000,000

16,000,000

［５］継続基準

 継続基準は企業年金基金を継続するうえで、純資産（年金資産）と許容繰越不足金
の合算額が、年金債務である責任準備金を上回っていることが求められます。

　　

継続基準の財政検証

（千円）



ます。

非継続基準に抵触していません。

判定 ○ － － －

当年度の積立比率が１以上です。

当年度 前年度 ２年前 ３年前

純資産／最低積立基準額 1.74 1.46 1.42 1.22

4,000,000

2,000,000

0
純資産額 最低積立基準額

純資産額

8,000,000
18,736,172

最低積立基準額

6,000,000
10,754,801

20,000,000

18,000,000

16,000,000

14,000,000

12,000,000

10,000,000

［６］非継続基準

 非継続基準は解散した場合に最低積立基準額の１００％を上回ることが必要となり

非継続基準の財政検証

（千円）



16,000,000

14,000,000

12,000,000

10,000,000
数理上資産額 Max

［７］積立超過の財政検証

積立超過に該当していません。

（※） 当該額は積立上限額と異なります。

0
数理上資産額 Max（数理債務,最低積立

基準額）×1.5（※）

『数理上資産額≦Max（数理債務,最低積立基準額）×1.5（※）』となっています。

8,000,000
18,736,172 18,742,336

6,000,000

4,000,000

2,000,000

積立超過の財政検証

（千円）

20,000,000

18,000,000



年金経理

純資産 純資産

流動資産 流動負債

現金・預貯金 未払運用報酬等

未収掛金 未払業務委託費等

未収受換金等

未収返納金

固定資産 支払備金

信託資産 未払給付費

保険資産 未払移換金

共済資産

投資

負債 負債

責任準備金

基本金 基本金

基本金（資産） 基本金（負債）

繰越不足金 別途積立金

当年度不足金 当年度剰余金

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

総合計 18,974,728 総合計 18,974,728

（数理債務　12,494,891千円、未償却過去勤務債務残高　0円）

0 2,503,850
0 2,503,850
0 0

0 16,232,322
16,232,322

0 2,503,850

0 2,434
0
0

0
18,771,258 237,903
18,771,258 235,469

0 未払特別法人税 0
未収脱退一時金相当額受入金 0 預り金 0

203,470 653
75,398 0

128,072 653

科　　目 金額 科　　目 金額

18,974,728 238,556

２． 貸借対照表と損益計算書

貸　　借　　対　　照　　表

（令和８年３月３１日現在） （単位：千円）

資産勘定 負債勘定



年金経理

経常収支 経常収支

給付費 掛金等収入

老齢給付金 受換金等

脱退一時金 脱退一時金相当額受入金

遺族給付金 運用収益

移換金

運用報酬等

業務委託費等

運用損失

特別収支 特別収支

特別支出 特別収入

繰入金 受入金

業務会計への繰入金

負債の変動 負債の変動

責任準備金増加額 責任準備金減少額

基本金 基本金

繰越不足金処理金 別途積立金取崩金

当年度剰余金 当年度不足金

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

0 0
総合計 2,820,015 総合計 2,820,015

1,487,067 0
0 0
0 0

0 0
0 業務会計からの受入金 0

1,487,067 0

信託資産に係る当期運用損失 0
207 26
207 26

74,529
15,223

0

321,441 23,850
14,870 2,022,481

477,069

1,332,741 2,819,989
765,920 773,658
429,609 0

（ 自 令和７年４月１日 ～ 至 令和８年３月３１日 ） （単位：千円）

費用勘定 収益勘定

科　　目 金額 科　　目 金額

損　　益　　計　　算　　書



業務経理　業務会計

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

当年度剰余金 29,099
164,359 164,359総　合　計 総　合　計

雑支出 3,418 当年度不足金 0
不納欠損 0

業務委託費等 770 戻入金 0
繰入金 2,344 雑収入 10

事務費 127,614 掛金収入 164,349
代議員会費 1,114 受入金 0

費　用　勘　定 収　益　勘　定

科　　目 金額 科　　目 金額

総 合 計 1,848,186 総 合 計 1,848,186

損　　益　　計　　算　　書

（ 自 令和７年４月１日 ～ 至 令和８年３月３１日 ） （単位：千円）

繰越不足金 0
当年度不足金 0

前払金 10,226
基本金 0

権利金敷金 13,695 当年度剰余金 29,099
繰延勘定 10,226

建物及び工作物 0 基本金 13,695
器具及び備品 0 繰越剰余金 1,788,370

固定資産 13,695 未払業務委託費等 0
土地 0 基本金 1,831,164

未収事務費掛金 27,217 引当金 14,340
未収金 0 未払金 2,608

流動資産 1,824,265 流動負債 17,022
現金・預貯金 1,797,048 預り金 74

貸　　借　　対　　照　　表

（令和８年３月３１日現在） （単位：千円）

資　産　勘　定 負　債　勘　定

科　　目 金額 科　　目 金額



３．監事総合監査実施状況

（1）実 施 日 令和８年６月１７日（水）午後２時から午後５時まで

（2）実施場所 電子情報技術産業企業年金基金　会議室

（3）実施根拠 確定給付企業年金法第２２条第４項並びに企業年金基金規約

第３５条第７項に基づく監事監査規程

（4）監査対象 令和７年度企業年金基金業務の全般

（5）監査項目 ①諸法令、諸規則等の実施状況

②事務能率及び経営合理化の状況

③事業計画の実施状況

④経理及び掛金に関する事項

⑤年金たる給付及び一時金たる給付に充てるべき積立金（以下

「年金給付等積立金」という。）の管理及び運用に関する事項

⑥資産の取得、管理及び処分に関する事項

⑦年金たる給付及び一時金たる給付の裁定等の処分に関する事項

⑧貸借対照表、損益計算書及び事業報告書その他決算に関する事項

⑨業務概況の周知に関する事項

⑩その他業務の執行に関する状況

（6）監 査 者 監事（選定）　友澤　宗一郎

監事（互選）　伊藤　亮太郎

（7）受 監 者 理 事 長　　岡本　弘 （芥川常務理事代理受監）

常務理事　　芥川　正史

事 務 長　　尾﨑　政幸

総務課長　　関谷　正憲

業務課長　　渡辺　智

（8）監査結果 別紙「監事監査意見書」のとおり



user02
線




